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1.はじめに
　本誌編集委員長の木村敦先生から今回の『特集』へ
の寄稿のご依頼があった時，最初筆者はそれを承るべ
きか否かとても悩んだ．それは，筆者自身特に科学研
究費補助金（科研費）やその他の各種外部資金を獲得
することに長けている訳ではないため，荷が重いと感
じたからである．しかし，現在まで十年以上関わって
きたベンチャー活動［筆者の主催するデザイン心理学
研究室の知的財産を独占的に使用する許可を得た千
葉大学発ベンチャー（株）BB STONEデザイン心理
学研究所 1)の技術顧問として］において，多くの（総計
では数十に及ぶ）官公庁や一般企業（以下，企業等と
する）の業務に直結した具体的なプロジェクトに参画
してきたという筆者の経験（そのいくつかの具体例に
ついては筆者の最新の著書 2) 参照）は，大学の教員と
しては希有であるので，その中で得られた知識や教訓
を記しておけば，後進の方々に多少なりとも資するこ
ともあるかもしれないと考えて承ることにした．した
がって，読者諸氏は，そのような視点から本稿をお読
みいただければ幸いである．

2.研究者の現状
　大学に籍を置いて研究活動を行っている教員（ある
いは研究者）であれば，所属する大学から配分される
研究費が年々少なくなっていることを切実に感じてい
るはずである 3)（過去20年ほどもそのような状態が続
いている）．実際のところ，このような研究費の減少
は，通常の研究活動に支障が出るほどにもなっている

（特に，人文科学系や基礎研究の領域ではその傾向が
強い）．したがって，近年では，国立大学および私立大
学を問わず，その所属教員には自力で科学研究費補助
金（科研費）やその他の外部資金を調達することが求
められるというのが大きな潮流である．ただ，そのよ
うな大学予算や科研費においては，限られた予算を有

効に活用するためという理由で，現に成果を上げてい
る研究者あるいは今後成果を上げる可能性の高い研究
者（その判断基準は，基本的には発表した査読付き論
文の数が中心となる）に対して優先的に予算を配分す
るという方策が現在の主流である（競争原理の視点か
らは，当然かつ公正なことといえるかもしれない）．そ
のため，近年ではともかく短期間のうちに具体的な研
究成果（i.e., 査読付き論文数）が求められるという風潮
が強まっている．しかし，それは決して健全な風潮と
はいえない．本当に興味のある研究対象について長期
的な視点から探求するのが研究者本来の姿であり，研
究領域によっては，一定の研究成果が出るまでに長い
年月を要する場合もあるからである．ただ，このよう
な論点に深入りすることは，本稿の趣旨から外れてし
まうのでここまでにしておく（述べたい意見は山ほど
あるが…）．

3.共同研究を始めよう
　どのような研究領域の研究者であっても，自己の研
究が広義で社会に役立つ可能性があることに気付いた
場合には，それを推進するのが研究者の責務であると
筆者は考える．その意味で，大学の研究者が企業等と
行う共同研究は非常に重要である．それは，そのよう
な研究の場合，得られた研究成果が実際の製品やサー
ビスに応用される可能性も高いからである．逆にいえ
ば，企業等はそのような応用を期待するからこそ共同
研究を行うのである．
　ただし，“共同研究”は企業等と大学の研究者が何ら
かのテーマについて共同で研究を実施する（企業等の
研究者は企業側で研究を行う場合と，受け入れ先の大
学で研究を行う場合とがある）ことと国立大学では定
義されているが，本稿ではそのような厳密な定義には
こだわらず，企業等から拠出された資金を基に行うプ
ロジェクトを“共同研究”とよぶことにする．つまり，
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本稿での“共同研究”は，国立大学の定義する“受託研
究”［大学側が企業等から依頼された研究テーマを実
施し（企業等の側では研究を実施しない），その結果
を企業側に報告するという，いわゆる丸投げ形式の研
究］や“奨学寄附金”に基づいた研究（この奨学寄附金
は，厳密にはその名称の通り寄附金であるため，受け
入れ側である大学の研究者が企業側の意向とは関係な
く自由に使用できることが原則なのであるが，企業等
の側の意向に応じたテーマで研究を実施することも多
いのが実情であろう）をも包含するものとする．
　ともかく大学における共同研究は，現在国を挙げて

（文部科学省と経済産業省が主体である）拡大推進し
て行こうとしている 4)ので，共同研究を行いたいと考
えている研究者にとっては有利な状況が醸成されてい
るといえる．大学は国の動向にとても敏感なので，現
在は共同研究に対して，以前よりも様々な点で積極的
に便宜を図ってくれるからである．したがって，上記
のような研究費不足の現状を手っ取り早く改善したい
と考えるならば，まずは企業等と共同研究を行うこと
を企図することから始めるのが効率的であろう．

3.1　研究内容を理解してもらうには
　企業等との共同研究を行う段階に至るためには，当
然のことながら，まずはこちらの行っている研究内容
について十分理解してもらうことが必要となる．筆者
のこれまでの経験に照らせば，共同研究を行う段階に
至るまででは，実はこれが最も重要な点である．当該
の研究が優れたものである（i.e., 企業等の目的にとっ
て有益である）と認められなければ，その企業等が研
究者にコンタクトを求めることはないからである（研
究者自身が営業活動を行うことはほとんどないのが日
本の現状であり 5)，共同研究の成立においては，基本
的に研究者はあくまでも受け身の立場である）．逆に，
企業等にその研究内容が自社の目的に有用なものであ
ると認められると，企業等の側から積極的にコンタク
トを求めてくる．しかし，これまで企業等との共同研
究の経験がない場合，どうすれば企業等とのコンタク
トが実現できるのか想像がつかないかもしれない．そ
こで，筆者の経験から有効であると思われる方法をリ
ストアップしてみる．
⃝学会や研究会での発表の機会を利用する：
　専門学術誌に論文を投稿することも重要であるが，
企業等の中では，研究を専門としている職種以外の人
はそのような論文に目を通すことはあまり期待でき
ない（もちろんお読みになる熱心な方もいるが）．し
かし，学会や研究会等では，企業等の展示会も併設さ

れたりする場合もあるので，思いの外多様な企業の一
般の職種の方々が参加していることも多い．したがっ
て，共同研究を望む研究者は，そのような場で発表を
行うことは企業等に対する広報的な意味も持つことを
意識して発表内容を考慮すべきである（発表内容を歪
曲せよという意味でないことはいうまでもない）．
⃝積極的に研究内容の広報活動を行う：
　前項とも関連するが，共同研究を望む研究者であれ
ば，自己の行っている研究内容について，研究者や専
門家ではない一般の人々（共同研究を研究者に持ち掛
ける切っ掛けとなる企業等側の方々もこの範疇に入
ることがほとんどである）にもわかりやすく広報する
ことが重要である．その意味で，自身の研究室ホーム
ページ等でのわかりやすい言葉による広報活動は有効
である．
　この点に関連した筆者自身の体験を紹介しよう．
2017年に東進ハイスクールの高校生向けWEBマガジ
ン“SEKAI”に筆者のインタビュー記事 6) が掲載され
た．この記事は，筆者の専門であるデザイン心理学の
領域についてとてもわかりやすく解説した内容であっ
た．閲覧者は高校生だけかと思いきや，後日そうでは
なかったことが判明した．それは，この記事によって
デザイン心理学および筆者の関わるベンチャー活動に
ついて知り，共同プロジェクトを見据えてコンタクト
していただいた企業等が複数あった（i.e., 企業等の共
同プロジェクトを企画する関連部署の方々も閲覧して
いた）からである．
　日本には約87万人もの研究者がいる 7)．したがっ
て，自分と類似した研究を行っている研究者が多数存
在することも珍しくない．そのため，企業等も研究者
との共同研究の実施を考慮する場合には，そのような
情報はもちろん精査する．その結果，その研究が優れ
たものである（i.e., 企業等の考えている内容にとって
有益である）と認められて初めて企業等は当該の研究
者にコンタクトを取ることになるのである．そのよう
な意味からも，研究に関する広報的な側面がある場合
には，当然のことではあるが，どのようなメディア（対
象の層も含めて）であっても，自分が特徴のある研究
を行っていることをアピールする機会と捉えて，それ
を蔑ろにすべきではないことがよく理解できるであろう．

3.2　共同研究の起点：NDAの締結
　筆者がベンチャー活動に関与して得た教訓のひとつ
は，多くの研究者は自己の知的財産（知財）に対して
無防備過ぎるので，それは是非とも改めるべきである
ということである．ビジネスの場では，他社との契約
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締結前の商談の段階で自社の有する独自の技術やノウ
ハウ等の知財に関する詳細を開示してしまうことはあ
り得ない．ところが，上記のような経緯を経てコンタ
クトしてきた企業等と初めて面談の場を持つ段階で，
多くの研究者は何の警戒感もなく，自己の研究の根幹
を成す重要な技術や知見等の知財について開陳してし
まう（特許申請や論文発表の前であっても）ことがあ
りがちなのである．研究者には性善説の視点から考え
る癖が身に付いている上に，自分の研究に興味を示し
てくれたという事実によって，その企業等に対する警
戒感がほとんどなくなってしまうのかもしれない．
　これは企業等の立場からすると，濡れ手で粟ともい
うべき対応である．良心的な企業等ならそのようなこ
とはしないであろうが，もし最初の面談だけで企業等
の側が望む技術やノウハウ等の知財に関する重要なヒ
ントだけでも得ることができれば，それだけで時間や
予算の節約にもなるので，その研究者との共同研究を
行うことなく，自社のみの研究で済ませてしまおうと
いうことにもなりかねないからである（詳細は省くが，
筆者のベンチャーでも，複数の企業との初期コンタク
トの段階で，おそらく相手側がそれを目論んでいたよ
うに思われる経験がある）．
　そのような事態を防ぐには，最初の面談の段階で
秘 密 保 持 契 約（non-disclosure agreement： 略 し て
NDA）を締結することが重要である（特に，研究室に
企業等の研究者を受け入れて行う共同プロジェクトと
なる場合には細心の注意を払うべきである）．上記の
通り，企業等が他社との商談や取引等において（ある
いはその前段階で），自社の機密事項をお互いに，ある
いは片方が開示する必要が生じることは多々あり，そ
のような場合にNDAが締結されるのである．研究者
の側から見ると，共同研究を依頼する側の企業等に比
して，自身は零細企業のように弱い立場にあるように
思い，交渉する際に気後れしてしまいがちかもしれな
い．しかし，研究者は企業等と対等の立場であると考
え，自信をもって交渉を行うべきである．その意味で
も，NDAの締結は必須である．研究者の側の唯一無二
の武器は企業等の欲する知財だけであることを忘れて
はいけない．
　なお，NDAに関しては，その内容によって様々な形
態があるので，研究者の不利につながらないように細
心の注意を払うとともに，締結前に是非とも自大学の
知財関連部署の専門家に相談することをお勧めする．

3.3　共同研究の契約
　営利活動を行っている企業等ならば，研究者との共

同研究の契約であっても，可能な限りその経費を少な
くしようとするのは当然のことである．一方，研究者
はとかく金銭的な交渉が不得手である（実は筆者もそ
の例に漏れない）．そのため，研究者は企業等の提示の
ままほとんど交渉することなしに共同プロジェクトの
契約をしてしまうことになりがちである．その結果，
共同研究の経費がかなり低く抑えられてしまうことに
なるので，他の研究者も含めた研究者全体の利益を考
えると，これは悪しき傾向である．ただし，研究者は
企業等との共同研究の交渉においては，できる限り高
額で契約を締結すべきであるということを筆者は提唱
しているのではない．ビジネスに直結した実践的な場
面に参画できることは，研究者にとっても何ものにも
代えがたい価値があることは筆者も十分理解してい
る．しかし，企業等には研究者の有する知財の価値を
正当に評価する社会的責務があるとともに，研究者の
側も自身の知財を過小評価すべきではないと筆者は考
えるからである．理想的には，企業等と研究者とがま
ずはNDAを締結し，率直な話し合いのできる対等な
関係（i.e., 信頼関係）を築いた上で，両者とも十分納得
できる共同研究契約に至ることが望まれる．
　一般的に，企業等と研究者の共同研究に関する契約
は，研究者が所属する大学の知財関連担当部署が仲介
するのが普通である．研究者の所属する大学が共同研
究契約書の定型書式を有しており，それを基に知財関
連担当部署が企業等と交渉して契約内容の詳細を詰め
た上で最終的な契約締結となる 8)．その意味では，研
究者自身がそれほど心配する必要はない．しかし，そ
の共同研究の具体的な実施内容［i.e., どのようなスケ
ジュールや方法で研究を進めるのか等の実質的な研
究計画や最終結果のまとめ方（e.g., 論文として学術雑
誌へ投稿，報告書として企業等に提出，企業等の内部
報告会でのプレゼンテーション等の方針）］の詳細に
ついては，上記の契約書中には記載されないことも多
いので，別途覚え書き等の文書の形で残しておくこと
が重要である．それらを口約束ですませてしまうと，
後々企業等とのトラブルの種となるからである．

3.4　共同研究実施上の留意点
　契約が締結されれば，研究者は共同研究の実施に専
念することになるが，それについては一般的な研究活
動と違いはないので，研究者の側には特に問題は生じ
ないであろう．ただ，研究者にとって企業等は実質的
にスポンサーの立場であり，その研究内容によっては

（e.g., 競合他社製品や従来自社製品と自社新製品の比
較試験），得られた結果がその企業等の意図（i.e., 自社
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新製品優位のエビデンスを得たい）に合致するか否か
が気になることもあるかもしれない．しかし，この点
は研究者としての矜持を持ち，厳密に研究倫理 9)に則
り，忖度などをすることなく科学的な態度で結果を扱
わねばならないことはいうまでもない．
　企業等にとっても“大学での研究”という客観的で
公正な立場での研究であるという事実が，共同プロ
ジェクト実施の大きな動機付けのひとつであること
は間違いない．したがって，その点に疑念を持たれる
こと（i.e., 利益相反：conflict of interest）は，大学の研
究者の社会的責任という観点からも，また共同研究に
参画する企業等にとっても望ましいことではない．た
だ，この利益相反を恐れるあまり研究者が共同研究の
実施に二の足を踏むとすれば，それは研究者の責務に
照らして本末転倒の行為であろう．実は，利益相反に
対して適切なマネジメントを行えば，利益相反は全く
恐れるべき対象ではないのである 10)．

4.おわりに
　企業等と行った何れの共同研究においても，筆者は
大学だけで閉じた研究では得ることのできない何も
のにも代えがたい経験をすることができた．どのよう
な領域の研究者であれ，自分の専門を生かして広く社
会の発展や人々の幸福の増進に資することができれ
ば，それは無上の喜びとなる．やや大げさかもしれな
いが，研究者にとって企業等との共同研究は，そのよ
うな可能性を秘めた大きな意義があるものと筆者は考
え，それを実践しているのである（e.g., 最新事例 11)）．
　本稿では，研究者が企業等と互恵的な共同研究を実
施するための心構えや留意点等について筆者自身の経
験を基に記してみた．しかし，紙面の制約もある上，
筆者の視点の偏りおよび能力不足により十分なガイド
とはなっていないかもしれない．その点はどうかご了
承いただきたい． 
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Nov. 2021）

5）  大学の知財関連の部署が主体となり，企業等の要
望を聴取し，自大学に所属する研究者とのマッチ
ングを行うような企画も近年増えている．

6）  https://www.toshin.com/mirai/sekai/interview/18/  
（Retrieved on 4th Feb. 2022）

７）  https://www.stat.go.jp/data/kagaku/kekka/
youyaku/pdf/2019youyak.pdf （Retrieved on 30th 
Nov. 2021）

8）  筆者の経験では，この契約締結のプロセスに最も
時間が掛かることが多かった．研究の成果として
何らかの知財が得られた場合，大学側も企業等の
側もその占有権を主張することは当然であり，そ
の折り合いを付けるのにかなりの時間を要したの
である（長い場合は数ヶ月ということもあった）．
ただ，多くの場合，大学側が契約書の文言を検討
するのに長期間を要することが原因であったの
で，大学の知財関係部署にはこの点の改善を望み
たい．企業対企業の交渉であれば，それほどの時
間が掛かることは考えられないからである（産業
界の原理は“Time is money.”である）．ちなみに
筆者がベンチャー活動に関わるようになってか
らは，共同プロジェクトの依頼のほとんどはベン
チャー経由となった．企業等も，大学の知財関係
部署を通す共同プロジェクトは契約締結までに長
い時間が掛かることに辟易していたのであろう．

9）  https://www.mext.go.jp/a_menu/jinzai/fusei/
index.htm （Retrieved on 30th Nov. 2021）

10）  この場合，企業等からの資金による研究であるた
め，その結果にはバイアスが掛かっているのでは
ないかとの疑念を持たれることを指す．この利益
相反の問題には様々な側面があり，それを詳細に
説明するには本稿の紙面ではとても足りないので
下記URLを参照のこと：

  https ://www.mext .go . jp/b_menu/shingi/
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  なお，この 『ほぼ日ノオト』は，その新罫線のグラ 
フィックデ ザインとしての卓 越 性 が 認 められ， 
IAUD 国 際 デ ザイン賞 2021において銀 賞（ グラ 
フィックデザイン部門）を受賞した．


